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京大東アジアセンターニュースレター   第 452号   






○ ミャンマー短信 ： ２０１２年 １２月下旬－２  
○ カンボジア短信 ： ２０１２年 １２月上旬  
○ 日本における議会制の機能不全について   
○ 【中国経済最新統計】 
第４回 アジア中古車流通研究会 
主催 ： 京都大学東アジア経済研究センター 
後援 : 京都大学東アジア経済研究センター協力会 
 
2013 年 2 月 23 日(土) 13 時 
 
於 ： 名城大学名駅サテライト (名古屋駅前桜通ビル 13 階) 
http://www.meijo-u.ac.jp/campus/shisetsu/sate.html 
 
司会 東京都市大学 教授 井上隆一郎 
大阪商業大学 教授   孫飛舟   
 
 
１．研究会の今後の運営について       
 13:00-13:45 
 □第 1 回～第 3 回研究会の経緯, 今回のテ-マの説明 
 □新参加者の自己紹介と研究会に対する要望 
２．報告          
 13:45-15:30 
 □川崎大輔 (ガリバー･インターナショナル ) 
   タイにおける中古車流通 
 □塩地洋 (京都大学) 
   新興国における中古車流通を健全化させるための諸方策 





































































































                 2010年            2012年  （１エーカー当たりのミャンマーチャット価格） 
１．ダゴン        ５千万             １億８千万 
２．シュエピター    ７千万             ２億以上 
３．フラインタヤー   １億５千万～１億７千万   ４億以上 
４．シュエリンバン   ５千万～７千万        １億８千万～２億 














住宅用 ： １～２００Units  ３５チャット   ２０１以上 ５０ 





























２０１１年１２月３１日まで ２２社の企業進出  投資金額 ２億１１９０万２千米㌦ 
２０１２年０３月       ２社増えて ２４社  投資金額 ２億１６２２万米㌦ 
２０１２年０６月       １社増えて ２５社  投資金額 ２億１６９４万米㌦ 









1US ドル ＝ 855MMK ： １FEC 855MMK  
１ユーロ ＝ 1121MMK  
１バーツ ＝ 27.7MMK 
１元    ＝ 134MMK  
１シンガポールドル ＝ 695MMK 
                                                                     以上 
************************************************************************************************ 










































































































































































いる。今週末、労働者を教育するために Preah Sihanouk 州に向かう予定です。労務省職員は問題について話し合う

























１２／１０、中国人ビジネスマンの Chen Ching Ping さんは、午前３時頃にカジノでの賞金１８，０００US ドルを現金で
持ち、Naga Worldを後にした。Ping氏は ドライバー兼通訳であるカンボジア人の Hu Chen Chang さん(２７歳)を同行
させており、滞在する家まで送り届けた矢先、カジノからバイクで追跡してきていたと思われる２人組に襲撃され、運転












































ば『日本経済新聞』2012年 12月 16日付け(投票日当日)もまたそれを基準に 12政党の政策分布を整理して
いる。それを示したのが以下の第 1表の左半分であるが、この表では、①政党順を得票順に並び替え、②主
要 4 政策について「賛成」から「反対」までの 4 段階の差に 0,1,2,3 の数値を与えている。そして、このこ
とによってそれら 4 争点の全体への「賛成」と「反対」の度合いを測ったのが、続く「評点計」と「3 争点
                                                   






















第 1表 2012年総選挙における各党主要政策の分布と各党の得票・議席分布 















自民 1 1 0 0 2 2 27.62% 43.00% 31.67% 79.00% 61.25% 
民主 2 0 0 2 4 2 15.99% 22.80% 16.67% 9.00% 11.88% 
維新 2 1 1 0 4 4 20.37% 11.64% 22.22% 4.67% 11.25% 
公明 2 1 0 0 3 3 11.82% 1.48% 12.22% 3.00% 6.46% 
みん
な 
2 0 2 2 6 4 8.71% 4.70% 7.78% 1.33% 3.75% 
未来 3 3 3 2 11 9 5.68% 5.01% 3.89% 0.67% 1.88% 
共産 3 3 3 2 11 9 6.13% 7.88% 4.44% 0.00% 1.67% 
社民 3 3 3 2 11 9 2.36% 0.75% 0.56% 0.33% 0.42% 
大地 2 3 2 1 8 7 0.57% 0.52% 0.56% 0.00% 0.21% 
国民
新 
1 1 0 0 2 2 0.11% 0.19% 0.00% 0.33% 0.21% 
日本 2 1 2 0 5 5 0.00% 0.10% 0.00% 0.00% 0.00% 
















「比例投票」では、   2, 1, 1, 1 
の意見分布であったものが 














第 2表 主要 4争点評点の投票・議席加重平均分布 
  原発 TPP 消費税増税 公共事業 
比例投票 1.856  1.041  0.819  0.785  
小選挙区投票 1.666  0.989  0.632  0.828  
比例議席 1.772  0.944  0.656  0.672  
小選挙区議席 1.183  0.900  0.103  0.227  
全議席 1.404  0.917  0.310  0.394  



































第 3表 比例区投票行動における有権者の政策選択 
  原発 TPP 消費税増税 公共事業 
‘0’を公約とする政党への投票比率 0.0% 24.9% 55.5% 59.9% 





‘2’を公約とする政党への投票比率 57.7% 0.0% 9.5% 38.9% 
‘3’を公約とする政党への投票比率 14.2% 13.6% 8.9% 0.0% 
 
第 4表 各種世論調査における 3争点の世論分布 
  原発 TPP 消費税増税 公共事業 
賛成/支持 11% 44% 33%   














































































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
9月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011年 9.2            
1月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012年             
1月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 
11月  10.1 14.9 2.0 20.0 196 2.8 -0.1 -8.7 -5.4 14.5 15.7 




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
